
詳細は「基本計画（案）」をご参照ください

プロジェクト名： 再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発プロジェクト

研究開発の目的

再生可能エネルギー熱利用システムの導入には、多種多様なプレーヤーが関わるこ

とから、上流から下流までのプレーヤーが一体となったコンソーシアム体制で、自立的

な再生可能エネルギー熱利用の普及に重点を置いた、以下（１）、（２）のトータルコスト

低減に資する研究開発を推進する。また、コンソーシアムでは、成果の普及方策を行動

計画として策定し、さらに、NEDOでは、関係省庁、業界団体との情報交換を定期的に実

施し、研究開発課題やコスト目標を盛り込んだロードマップを作成する。

（１）地中熱利用システムの低コスト化技術開発

大規模建築物、小規模建築物等に導入することを想定した、我が国の利用に適合した

高効率機器の開発、施工期間短縮に資する施工技術の開発、地中熱利用システムの

最適化技術の開発、評価・定量化技術の高機能化開発等に取り組み、地中熱利用シス

テムのトータルコスト低減に資する技術を開発する。

（２）太陽熱等利用システムの高度化技術開発

高効率機器の開発や、年間を通じた太陽エネルギーの最大限の活用に資する太陽熱

利用機器の開発、評価・定量化技術の高機能化開発、再生可能エネルギー熱を含む多

様な熱源を組み合わせたシステムの最適化技術開発等に取り組み、太陽熱等利用シ

ステムのトータルコスト低減に資する技術を開発する。

（注）「太陽熱等」とは、太陽熱とその他再生可能エネルギー熱をいう。

・「第５次エネルギー基本計画」では、「エネルギー利用効率を高めるために

は、熱をより効率的に利用することが重要であり、そのための取組を強化す

ることが必要になっている」とされている。

・これまで再生可能エネルギー熱（地中熱、太陽熱等）が十分に利用されて

こなかった要因として、設備導入コストが高いこと、認知度が低いこと、熱エ

ネルギーの供給を担う人材が十分育っていないこと等がある。

・本事業では、再生可能エネルギー熱利用システムのトータルコスト低減に

資する研究開発の推進、及び普及拡大に取り組む。

・具体的には、２０２３年度までに、トータルコスト２０％以上低減（投資回収

年数１４年以下）させる、及び、２０３０年までにトータルコスト３０％以上低減

（投資回収年数８年以下）するための道筋及び具体的取組み（普及方策）を

行動計画にまとめる。

・事業費総額 ６．０億円（平成３１年度予定）

・NEDO予算総額 ３．０億円（平成３１年度予定）（助成率１／２）

・実施期間 ２０１９ ～ ２０２３年度（５年間）

※中間評価等（３年度目等）により、必要に応じて事業見直しを実施。

研究開発の内容

成果適用のイメージ

作成：平成３１年１月

平成３１年度新規プロジェクト（案）概要

トータルコスト30%以上低減（投資回収年数8年以下）

２０３０年までの道のり

行動計画の実行 再生可能エネルギー熱利用の普及

2023年 2030年

自立した市場形成

トータルコスト20%以上低減（投資回収年数14年以下）

行動計画及びロードマップの策定

量産化、企業間競争、更なる技術改善等による低コスト化

プロジェクトの規模

本プロジェクト

事業実施体制ｲﾒｰｼﾞ(地中熱)


